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貸 借 対 照 表 

 (2024 年 3 月 31 日現在) 

                                 （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） （負債の部） 

流動資産 15,804,199 流動負債 15,716,628 

  現金及び預金 7,420,278   買掛金 7,999,705 

  売掛金 3,970,875   契約負債 352,403 

  リース投資資産 377,517   リース債務 180,313 

  棚卸資産 2,613,394   未払金 455,149 

  前払費用 658,579   未払費用 3,563,807 

  一年内回収予定の長期貸付金 4,115   未払法人税等 1,269,496 

  その他 762,615   未払消費税等 34,673 

  貸倒引当金 △ 3,177   預り金 205,507 

固定資産 55,548,996   前受収益 244,214 

 有形固定資産 45,031,404   賞与引当金 1,363,783 

  建物 23,372,084   役員賞与引当金  32,100 

  構築物 2,603,390   資産除去債務 15,473 

  機械装置 282,551 固定負債 8,130,029 

  車輌運搬具 12,566 
 

リース債務 1,421,547 

  器具備品 1,716,815 
 

資産除去債務 3,388,038 

  リース資産 932,366 
 

預り保証金 3,256,052 

  土地 12,940,899 
 

その他 64,390 

  建設仮勘定 3,170,729 
 

    

 無形固定資産 1,483,697 負 債 合 計 23,846,658 

  借地権 1,466,941 
 

  ソフトウェア 8,595 （純資産の部） 

  電話加入権 8,160 株主資本 45,982,606 

 投資その他の資産 9,033,894 
 

資本金 500,000 

  投資有価証券 2,976,634 
 

資本剰余金 12,594,156 

  出資金 582 
 

資本準備金 12,594,156 

  長期貸付金 1,846 
 

利益剰余金 32,888,449 

  長期前払費用 125,919 
 

 その他利益剰余金 32,888,449 

  繰延税金資産 1,485,288      繰越利益剰余金 32,888,449 

  敷金及び保証金 3,955,964 評価・換算差額等 1,523,931 

  その他 487,658   その他有価証券評価差額金 1,523,931 

  貸倒引当金 0 純 資 産 合 計 47,506,537 

資 産 合 計 71,353,195 負 債・純 資 産 合 計 71,353,195 
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損 益 計 算 書 
（自2023年4月1日 至2024年3月31日） 

（単位：千円） 
科  目 金  額 

  売上高      161,340,321 

  売上原価    117,855,840 

    売上総利益   43,484,480 

  営業収入   3,206,249 

  営業原価   88,278 

    営業総利益   46,602,451 

  販売費及び一般管理費   40,158,772 

    営業利益   6,443,679 

  営業外収益     

    受取利息及び配当金 79,248   

    受取保険金 43,314   

   補助金収入 157,299  

    その他 21,245 301,108 

  営業外費用     

    支払利息 32,264   

    その他 3,523 35,788 

    経常利益   6,708,999 

  特別利益     

    投資有価証券売却益 1,840 1,840 

  特別損失     

    固定資産除却損 20,683   

    投資有価証券評価損 25   

    減損損失 193,722 214,431 

    税引前当期純利益   6,496,408 

    法人税、住民税及び事業税 2,101,163   

  法人税等調整額 △ 161,869 1,939,293 

  当期純利益   4,557,114 
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株主資本等変動計算書 

（自2023年4月1日 至2024年3月31日） 

（単位：千円） 

 

株       主       資       本 

株主資本合計 
資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 500,000 12,594,156 12,594,156 29,533,574 29,533,574 42,627,731 

当 期 変 動 額       

剰余金の配当   - △1,202,240 △1,202,240 △1,202,240 

当期純利益   - 4,557,114 4,557,114 4,557,114 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
  -  - - 

当 期 変 動 額 合 計 - - - 3,354,874 3,354,874 3,354,874 

当 期 末 残 高 500,000 12,594,156 12,594,156 32,888,449 32,888,449 45,982,606 

 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 1,380,974 1,380,974 44,008,706 

当 期 変 動 額    

剰余金の配当   △1,202,240 

当期純利益   4,557,114 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
142,956 142,956 142,956 

当 期 変 動 額 合 計 142,956 142,956 3,497,831 

当 期 末 残 高 1,523,931 1,523,931 47,506,537 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産 

 直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等       移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

1) 店舗在庫商品       売価還元法による原価法 

               （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に より算

定） 

2) 物流部在庫商品      最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

3) 貯蔵品          最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）     

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産        定率法 

（リース資産を除く）         ただし、1998 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに、2016

年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          2 年～47 年 

構築物        2 年～35 年 

機械装置        3 年～ 9 年 

車輌運搬具      4 年～ 7 年 

器具備品       2 年～20 年 

② 無形固定資産        定額法 

（リース資産を除く）     ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

③  リース資産         所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

④  長期前払費用        定額法 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金         債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 役員賞与引当金       役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 賞与引当金         従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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(4) 収益及び費用の計上基準 

① 約束した財又はサービスに係

る収益及び費用の計上基準 

 当社が営むスーパーマーケット事業における主要な履行義務は、スーパ

ーマーケットの店頭での顧客への商品の引き渡しであり、当該履行義務は

当該商品の支配が顧客に移転した時点で当該財又はサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額により収益を認識しております。 

 なお、顧客に対する財又はサービスの提供における当社の役割が代理人

と判断される取引（消化仕入）については、顧客から受け取る対価の総額

から仕入先へ支払う対価の総額を控除した純額で収益を認識しておりま

す。 

 また、顧客に支払う対価について、当社から顧客へ提供する財又はサー

ビスと一体の取引と判断されるものについては、顧客から受け取る対価の

総額から当該費用を控除した純額で収益を認識しております。 

② 自社発行商品券に係る収益認

識 

自社が発行する商品券は、商品券を発行した時点で、将来顧客に自社の商

品を引き渡す履行義務を負っており、商品券が使用された時点で履行義務

が充足されます。なお、未使用の商品券は顧客が権利行使をする可能性が

極めて低くなった時点で収益を認識しております。 

③ ファイナンス・リース取引に

係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

(1)固定資産の減損 

①計算書類に計上した金額 

当社はスーパーマーケット事業を営んでおり、固定資産の減損に関して当事業年度においては、収 

益性が著しく低下した店舗に関する資産及び賃貸資産等について、固定資産の帳簿価額を回収可能価 

額まで減額し、当該減少額 193,722 千円を特別損失に減損損失として計上しております。なお、当事 

業年度末現在において「固定資産の減損に係る会計基準及び同適用指針」による評価の対象となる固 

定資産は総資産の 65.3%を占めており、その内容は次のとおりであります。 

 

有形固定資産 45,031,404千円 

無形固定資産 1,483,697千円 

長期前払費用 125,919千円 

 

②見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、他の資産又は資産グループから概ね独立したキ 

ャッシュ・フローを生み出す最小単位を考慮し、主として店舗を基本単位として資産のグルーピング 

を行っており、収益性が著しく低下した資産又は資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収 

可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。 

固定資産の回収可能価額の評価に関する前提条件には、経済的残存年数を通じた将来の収益性の評 

価や資本コストなどが含まれますが、これらの前提条件は長期的な見積りに基づくため、将来の各資 

産グループを取り巻く経営環境の変化による収益性の変動や金融市況の変動により、回収可能性を著 

しく低下させる変化が見込まれた場合、翌事業年度の計算書類において、追加の減損損失が発生する 

可能性があります。 
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３．貸借対照表等に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額                                      33,439,652 千円 

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

仕入取引の担保に供している資産及び担保に係る債務 

 ・担保資産 

現金及び預金 2,024千円 

投資有価証券 

敷金及び保証金 

54,560千円 

10,000千円 

合計 66,584千円 

    ・担保付債務 

買掛金 51,982千円 

未払費用 1,589千円 

合計 53,571千円 

 

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次の通りであります。 

①短期金銭債権 

②短期金銭債務 

③長期金銭債務 

563,791千円 

7,747,844千円 

3,780千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

①営業収益 

②営業費用 

③営業取引以外の取引高 

897,862千円 

113,406,241千円 

9,423千円 

(2) 固定資産除却損の内訳 

建物 

構築物 

機械装置 

器具備品 

電話加入権 

17,577千円 

2,320千円 

0千円 

713千円 

72千円 

 計 20,683千円 

(3) 減損損失 

当社は、スーパーマーケット事業を営んでおり、他の資産又は資産グループから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小単位を考慮し、主として店舗を基本単位として資産のグルーピングを行っております。 

当事業年度においては、収益性が著しく低下した以下の資産について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失 193,722 千円として特別損失に計上いたしました。 

 

資産グループ 原信 寺島店(新潟県長岡市) 他 3 店舗 

用途 店舗  

種類 建物及び土地等  

減損損失   

建物及び構築物 

土地 

有形固定資産「リース資産」 

その他 

 36,089千円 

229千円 

121,912千円 

35,246千円 

 計  193,479千円 

資産グループ 賃貸資産等(新潟県三条市) 他 
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用途 賃貸資産等  

種類 土地  

減損損失   

 土地  243千円 

 計  243千円 

 

上記資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。なお、正味売却価額は、 

路線価又は固定資産税評価額等を勘案した合理的な見積りにより評価しております。 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式数の総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 10,000 株 - - 10,000 株 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

イ 2023 年 6 月 13 日開催の第 17 期定時株主総会決議による配当に関する事項 

       ・株式の種類        普通株式 

       ・配当金の総額       457,980 千円 

       ・1 株当たり配当額      45,798 円 

       ・基準日          2023 年 3 月 31 日 

       ・効力発生日        2023 年 6 月 14 日 

ロ 2023 年 11 月 14 日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

       ・株式の種類        普通株式 

       ・配当金の総額       744,260 千円 

       ・1 株当たり配当額      74,426 円 

       ・基準日          2023 年 9 月 30 日 

       ・効力発生日        2023 年 11 月 15 日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

2024 年 6 月 11 日開催の第 18 期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・株式の種類        普通株式 

・配当金の総額       622,870 千円 

・配当の原資        利益剰余金 

・１株当たり配当額      62,287 円 

・基準日          2024 年 3 月 31 日 

・効力発生日        2024 年 6 月 12 日 

 

 

 

 

 

 

 

６．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 
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資産除去債務 1,038,071千円 

減損損失 971,733千円 

賞与引当金 415,953千円 

リース会計基準変更時差異 90,064千円 

未払事業税 97,318千円 

未払費用 77,567千円 

商品券 13,594千円 

投資有価証券評価損 27,196千円 

一括償却資産 28,149千円 

ゴルフ会員権評価損 20,783千円 

未払役員退職慰労金 7,423千円 

長期前受収益 12,215千円 

その他 30,818千円 

繰延税金資産小計 2,830,891千円 

評価性引当額 △405,415千円 

繰延税金資産合計 2,425,475千円 

 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △668,775千円 

資産除去費用 △269,420千円 

未収入金 △1,990千円 

繰延税金負債合計 △940,186千円 

差引：繰延税金資産の純額 1,485,288千円 

 

固定資産・繰延税金資産 1,485,288千円 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率  30.5％ 

（調整）  

住民税均等割 1.5％ 

評価性引当額の増減 △0.1％ 

その他 △2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.9％ 

 

７．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、主にスーパーマーケット事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金（主に関係会社借入、リース

契約）を調達しております。一時的な余剰は安全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金は関係会社から調達

しています。なお、デリバティブは利用しておりません。 

売掛金、リース投資資産、長期貸付金、敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されておりますが、取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手先ごとに回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

投資有価証券は、主に純投資目的の株式であり、投資先の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されておりま

すが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

リース債務は、設備投資に必要な資金調達を目的としたものであります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

（単位：千円） 
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 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）現金及び預金 7,420,278 7,420,278 － 

（２）売掛金 3,970,875 3,970,875 － 

（３）リース投資資産 377,517 360,619 △16,897 

（４）投資有価証券 2,787,522 2,787,522 － 

（５）長期貸付金 5,961 5,980 18 

（６）敷金及び保証金 3,955,964 3,376,178 △579,786 

資産計 18,518,120 17,921,455 △596,665  
  

 

（１）買掛金 7,999,705 7,999,705 － 

（２）未払金 455,149 455,149 － 

（３）未払法人税等 1,269,496 1,269,496 － 

（４）未払消費税等 34,673 34,673 － 

（５）預り金 205,507 205,507 － 

（６）リース債務 1,601,861 1,437,267 △164,594 

（７）預り保証金 3,256,052 2,774,798 △481,254 

負債計 14,822,447 14,176,598 △645,848 

    

（注）１ 長期貸付金には、一年以内に回収予定のものを含んでおります。 

２ リース債務には、一年以内に返済予定のものを含んでおります。 

３ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

① 現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等、預り金は短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 ② リース投資資産、長期貸付金は、回収可能性を反映した元利金の合計額を、同様の取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値によっております。 

 ③ 投資有価証券は取引所の相場によっております。 

 ④ 敷金及び保証金、預り保証金は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッ

ドを上乗せした利率で割り引いた現在価値によっております。 

 ⑤ リース債務は、元利金の合計額を、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値によっております。 

４ 非上場株式（貸借対照表計上額 189,112 千円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見

積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、投資有価証券には含めてお

りません。 

 

８．賃貸等不動産に関する注記 

当社では新潟県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業施設を有しております。 

なお、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

９．収益認識に関する注記 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
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１０．関連当事者との取引に関する注記 

親会社 

会社等の名称 
議決権等の所有 

(被所有) 
割合( ％ ) 

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額 

(千円) 科目 期末残高 
(千円) 

アクシアル リテ
イリング㈱ 

（被所有） 
直接 
100.0 

持株会社役
員の兼任 

6 名 

資金の借入 58,100,000 － － 

利息の支払 9,423 － － 

兄弟会社 

会社等の名称 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合( ％ ) 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 
(千円) 

原信ナルスオペレー
ションサービス㈱ 

－ 
兄弟会社 

役員の兼任 
10 名 

商品の仕入 109,224,027 買掛金 7,032,533 

（注）１．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

        資金の借入は、運転資金の状況に応じて申し込みを行い実行しております。 

また、利息につきましては、市中金利の情勢を参考に決定しております。 

商品仕入は調達から原価交渉、支払決済事務処理等を含めて仕入価格を決めております。 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

 (1) 1株当たり純資産額 4,750,653円77銭 

(2) 1株当たり当期純利益 455,711円47銭 
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